
第 2 次平塚市食育推進計画 

中間評価報告書 

 

 本市は、平成２２年度から「平塚市食育推進計画」を策定し「みんなではぐくもう！ 食

育のまち ひらつかの未来」を基本理念に、次世代を担う子どもたちが、食について楽しみ、

感謝し、考える力を養うため、望ましい食への考え方や食文化等を伝えていく環境づくりを

重点課題として５年間進めてまいりました。その後、平成２７年度から平成３６年度（令和

６年度）までを計画期間とする「第２次平塚市食育推進計画」を策定し、食育の更なる推進

を図るため、５つの基本方針７つの基本施策、その基本施策ごとに指標を掲げ、様々な事業

に取り組んでいます。それぞれの基本施策に計画指標を掲げることで、従来の事業が食育に

つながる取組みになりました。また、事業を見直す中で食育の視点について検討を重ねてい

ます。 

 この度、「第２次平塚市食育推進計画」の計画期間が中間年を迎えたことから中間評価の

ためのアンケートを行いました。各指標に対する達成度や進捗状況を本市の取組みの成果

を踏まえ、中間評価を行います。評価に用いる策定時の値は主に平成２６年度平塚市食育推

進のための実態調査、中間評価結果の値は平塚市民の健康意識及び食育推進のためのアン

ケート調査の結果を用いています。 

 

 

 

Ａ 目標達成 Ｂ ８割達成 Ｃ ６割達成 Ｄ ６割以下 

４項目 ９項目 ０項目 ０項目 

評価方法  中間評価結果÷目標値（平成 31 年度） 

  

 

 

達  成  目標値に達成 ３項目 

改  善  策定時から改善しているが、目標値に及ばない ３項目 

変化なし  策定時からほぼ変化がなく、目標値に及ばない ３項目 

悪  化  策定時から悪化し目標値に及ばない ４項目 

 

 

 

 



基本施策（１）家庭における食育の推進 

 

〈主な取組み〉 

食に関する知識や習慣を身についていく上で、家庭の役割は大きく、子ども達がすこやか

に成長していくための基盤となります。ライフスタイルが多様化してくる中、家庭での食生

活に関する不安の解消のための相談や、正しい知識の提供のための教室の開催、保護者や地

域の人とふれあいながら食育を実践する教室の開催などを行いました。 

 

〈成果〉 

朝食を欠食する市民の割合（子ども）については、男子 0.7％、女子 0.5%と、計画策定時

からそれぞれ 0.2ポイント、0.7ポイント減少していました。 

また、朝食又は夕食を家族と一緒に「ほとんど毎日食べる」人の割合は朝食 49.5%、夕食

65.3%であり、それぞれ 1.4ポイント、2.9ポイント増加しています。 

「共食」の回数（1週間）にすると週 9.7回（朝食 4.1回、夕食 5.6回）と計画策定時の

週 9.5回（朝食 4.1回、夕食 5.4回）に比べて 0.2ポイント増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊朝食を欠食する市民の割合の減少（子ども）出典：全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

〈課題〉 

 朝食を欠食する市民の割合は 20 歳代から 30 歳代男性で増加していました。また、子ど

もについては「食べない」と回答した割合は減少しているものの、食べない日が多いと回答

した割合（男子 2.5％、女子 2.6％）は神奈川県や全国の状況と比較しても決して低くはあ

りません。 

 本市では市内の保育園（所）や幼稚園で幼児やその保護者を対象に巡回教室を開催し、幼

児期から「早寝早起き朝ごはん」を推進しています。また、幼児やその保護者、きょうだい

を対象に自分で朝ごはんを作ることで朝ごはんを食べる習慣を身につけられるよう「親子

朝ごはんクッキング教室」を開催していますが、今後も学童期から成人期に向けた取組みが

必要です。 
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基本施策（２） 学校・保育所等における食育の推進  

 

〈主な取組み〉 

各小中学校では各校に食教育推進担当者を置き、食育全体計画を作成し、必要に応じて栄

養教諭や学校栄養職員と連携しながら食に関する指導を行っています。また、保育園（所）

や小学校では給食を通じて地産地消の推進や地域の自然や文化、産業などの理解ができる

ような取り組みや、米作り、野菜の栽培、収穫体験やそれらを用いた調理体験などを実施し

てきました。 

 

〈成果〉 

小中学校の食教育推進担当者、栄養教諭及び学校栄養職員が集まる食教育推進担当者会

を開催することができました。その中で、各校の食育全体計画をもとに各校における食教育

の取組みについて情報交換を行うことができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指　　標
策定時の値
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基本施策（３） 地域における食生活改善のための取組みの推進 

 

〈主な取組み〉 

 健康的な生活を送る上で欠くことができない「食事」。多くの生活習慣病の予防教室や相

談、ライフステージに応じた食生活についての教室などを開催しました。また、食に関する

情報提供や、公民館や自治会など地域において食育事業を開催するなど、健康的な食生活が

送れるための情報提供や技術の習得につながるような取組みを行いました。 

 

〈成果〉 

 前計画で目標を達成できなかった指標である「野菜を 1日 350g食べている人の割合の増

加」は計画策定時から 15.9ポイント増加し、令和元年度（平成 31年度）の目標値 35%を達

成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題〉 

 「よく噛んで味わって食べるなどの食べ方に関心のある人の割合の増加」は計画策定時か

ら 0.1 ポイント増加とほぼ横ばいで変化がなく、令和元年度（平成 31 年度）の目標値 70%

に及びませんでした。また、「健康的な食事内容を心がけている人の割合の増加」は計画策

定時から 6.5ポイント下回りました。 

 様々な教室や相談事業を実施している中で、「よく噛んで食べる」食べ方や、「健康的な食

事」の具体的な内容などを周知するとともに、健診の機会などを利用し、市民が意識をもっ

て行動できるように促す取組みを進める必要があります。 
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基本施策（４） 食育推進運動の展開 

 

〈主な取組み〉 

本市では、市民が自ら活動を実践することを目指すため、積極的に参加、協力して食育活

動を推進している「平塚市食生活改善推進団体」の活動を支援しています。また、平塚市食

生活改善推進団体で活動する食生活改善推進員の養成を行い、会員数の維持に努めていま

す。 

  

 

 

 

 

〈課題〉 

 食育ボランティアの活動の充実は、計画策定時に比べて 285ポイント下回りました。これ

には、年間 250回実施していた FM湘南ナパサ「今夜のお献立ヒント」の放送が平成 28年度

で終了したため、回数は激減しました。また、本市からの委託事業についても内容の充実を

図るために回数の見直しが行われたことも活動回数の減少につながりました。そのため、平

成 31年度目標値を FM湘南ナパサ放送分の 250回分を考慮し、350回に見直し、評価をしま

す。また、令和 6年度の目標値においても 350回以上に見直します。 

 食生活改善推進団体の活動は行政や日本食生活協会などの委託事業の他、地域で開催さ

れる教室や公民館まつりなど様々であり、そうした中で活動が進められるよう支援をして

いく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指　　標
策定時の値

（平成26年度）
目標値

（平成31年度）
中間評価結果
（令和元年度）

目標値に
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策定時からの進捗状況 目標値
（令和6年度）策定時からの変化

350回以上
49回減少
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の充実
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悪化



基本施策（５） 生産者と消費者の交流の促進及び環境との調和のとれた農水産

業の活性化 

 

〈主な取組み〉 

 農業協同組合と連携し、直売所マップの作成や、イベントに軽トラックで出向き、新鮮な

野菜等を販売する「軽トラ・ファーマーズ」を立ち上げ、様々な場所で地場産農産物のＰＲ

を行いました。水産物では、魚まつり朝市の開催や、漁業協同組合と連携した「地どれ魚直

売会」を通じて魚食の普及を図りました。また、農水産物の高付加価値化への取組みを支援

するとともに、ＰＲキャラクター（ベジ太、タマ三郎）を活用したレシピコンテストや交流

イベントの開催を通して、農業や漁業への理解を深めました。 

 

〈成果〉 

 農林漁業体験をしたことがある人の割合は、計画策定時に比べて 14.2 ポイント増加し、

令和元年度（平成 31年度）の目標値 55%を達成しました。本市で取り組んでいる事業の他、

市内で人気のいちご狩りなども農林漁業体験の増加につながっていると思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題〉 

 地元産の農産物の優先的な購入・使用については、策定時よりも 2ポイント下回り、令和

元年度（平成 31 年度）の目標値 55%を達成できませんでした。地元産の農産物の優先的な

購入・使用を促進するため、将来の主たる消費者である若年層をターゲットとした、地元産

の農産物のＰＲ番組を地元ケーブルテレビ会社と制作し、ＳＮＳ等での展開を通じて訴求

効果の向上を図ります。 

 さらに、「新鮮で、安心・安全」という従来からの消費者ニーズに加え、ライフスタイル

の多様化に伴う外食・中食や加工品等への依存が進んでいるため、飲食店や食品事業者等の

実需者との取引拡大を進め、様々な場所で地場産農水産物を提供していく必要があります。 
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基本施策（６） 食文化の継承、展開のための活動の支援 

 

〈主な取組み〉 

 食生活が多様化する中で、地域の郷土料理や伝統行事の食文化を大切にし、次の世代への

継承を図るために、地域で食育活動する食生活改善推進団体の講座や、地区公民館で地域の

方の協力を得て公民館事業などを開催しています。また、本市では食育の必要性を唱えた

「村井弦斎」が明治時代から昭和にかけて住んだゆかりの地であり、村井弦斎の思想を継承

した「村井弦斎まつり」を開催しています。 

 

〈成果〉 

 食育を唱えた村井弦斎の認知率の増加は、策定時に比べて 3.6ポイント増加し、令和元年

度（平成 31年度）の目標値 35%を達成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標値
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中間評価結果
（令和元年度）
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策定時からの変化

食育を唱えた村井弦斎
の認知率の増加

31.7% 35% 35.3% A

指　　標
策定時の値

（平成26年度）

40%

目標値
（令和6年度）



基本施策（７） 食の安全性、栄養・その他食に関する調査、情報提供 

 

〈主な取組み〉 

 食品の安全性に関する情報については、消費者庁や食品安全委員会をはじめとした関係

省庁で随時情報共有が行われています。また、神奈川県では「かながわ食の安全・安心」の

ホームページなどで情報の提供を行っています。本市においては講座や教室を通じて、食に

関する安全安心を広めていくとともに、学校給食の食材の安全確認の検査を実施し、食の安

全に対する情報発信に取組んでいます。 

 

 

 

 

 

〈課題〉 

 本計画が策定されてからの 5 年間で事業の見直しが行われる中、講座の開催についても

見直しがされてきました。そうした中、食の安全性についての講座は神奈川県との共催事業

で実施していましたが、毎年の開催が難しくなってきたため、今後どのような方法で市民の

みなさまに情報提供していくか課題です。 

 

 

 

 

 


